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平成１５年度事務事業評価中間報告について（案） 
 

（はじめに） 

 本町では、平成１５年度より行財政改革（「行財政改革プログラム」の策定）の一環として、行政評

価システム（＊１）の導入に着手しました。 

 行政評価は、「政策評価」、「施策評価」、「事務事業評価」の３階層の体系で実施される場合が

ありますが、今回、行政評価システムの導入を試みるにあたっては、初めての取り組みでもあり、自

己評価に対する全庁的な職員の意識改革を進めるためにも、職員にとって身近な基礎的階層であ

るすべての事務事業を対象とした「事務事業評価」から始めることにしました。 

＊１ 行政評価システムとは、総合計画に基づくまちづくりの各施策について、「計画（プラ

ン）」、「執行（ドゥー）」、「評価（シー）」のサイクルが十分に確立していない場合など、一

度始めた施策を見直すことができず、とかく行政の肥大化を招き、社会経済情勢や財

政事情の変化に対応できない行財政運営に陥りがちであることに対する反省から、今

日、行政自らが自己評価するシステムとして広く導入が進められているものです。 

 

（事務事業評価の過程） 

 今回の取り組みでは、まず、予算措置を伴う６９２のすべての事務事業を対象に、担当課自身の

作業として、各々の事務量分析を含めた自己評価を実施し、予算措置を伴わない事務の分析も加

え、最終的には８４９にのぼる事務事業を対象に評価が行われました。 

 現在、本町で進めている行財政改革では、昨年度実施した財政見通し調査の結果に基づき、今

後１０年間における総合的かつ計画的な行財政運営の充実をめざし、優先的に実施すべき事務事

業の重点化を主な目的としているため、具体的な歳出削減や増収に目標値を定めてはいません。 

 このため、自己評価の基準としては、「まちづくりの視点（実施計画策定上の優先性）」と、「時代適

合性の視点（社会経済情勢の変化への適合性）」を基本とし、「必要性」、「妥当性」、「有効性」、

「公平性」、「効率性」、「優先性」の観点からそれぞれ評価することとし、これらの総合評価として、

今後の取り組みの方向性について、「充実」、「継続」、「縮小」、「統合」、「廃止」、「完了」、「見直

し」のいずれかに区分してまとめることとしました。 

 その結果、担当課による「部局評価」段階で１２８の事業について、何らかの「見直し」が必要と自

己評価されました。 

 次に、縦割り組織での「部局評価」結果に対し、総合的な視点から補強・整理するため、庁内検討

組織（「精華町行財政改革推進本部」）を通じた検討を経て「本部評価」（最終的に１０４の事務事

業が見直し対象）としてまとめ、その結果、今回の中間報告となりました。 

 

（事務事業評価の結果概要） 

 今回の事務事業評価は、本町として初めての取り組みであったため、事業効果を数値表現するこ

とや各基準、例えば、「精華町が行政の事務事業として行うべきであるかどうか」という「妥当性」基

準ひとつをとってみても、普段からの自己評価に慣れていなければ唐突な質問でしかなく、主観的

にしか説明できないなど、統一的評価基準の徹底も不十分であった面があります。 

 さらには、すべての事務事業を評価の対象としているため、「部局評価」段階で列挙された見直し
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対象の中には、一般的な「効率性」（「コスト削減の余地がある」）の評価に過ぎないものも多数含ま

れていました。 

 これらの事務的な内容も含め、今回の自己評価結果については、今後の町政全体の実施計画策

定作業や予算編成作業への反映を行うこととしますが、庁内検討組織での補強・整理作業により絞

り込まれた次に掲げる１０の事務事業（又は複数の事務事業をまとめた施策）については、パブリッ

ク・コメントにより広く住民の意見を聞くとともに、「まちづくり検討懇話会」を通じてより高度かつ専門的

な意見も得ながら、「重点的見直し対象とすべき事務事業」として位置付けることとします。 

l 地方分権分野 
Ø １．せいか祭り開催負担金（事務事業） 
Ø ２．まちづくり条例に基づく補助金（事務事業） 
Ø ３．総合窓口業務（事務事業） 

l 教育・文化分野 
Ø ４．給食指導の充実（施策） 
Ø ５．国際交流事業（事務事業） 

l 福祉・医療分野 
Ø ６．地域福祉の推進（施策） 

l 産業分野 
Ø ７．華工房管理業務事業（事務事業） 
Ø ８．観光資源の開発・活用（施策） 

l 公共事業分野 
Ø ９．公共交通体系の整備（施策） 
Ø １０．公営住宅の供給（施策） 
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１．［地方分権分野］せいか祭り開催負担金（事務事業） 

 

 本町では、「交流の輪が広がる活動的な地域づくり」の一環として、「活発なスポーツ・文化活動の

展開」を目的とし、文化の振興を学研都市の成熟とまちの活性化の基本と位置付け「文化事業の展

開」という施策の中で、町民最大のイベントとして平成元年より「せいか祭り」を実施してきました。 

 「せいか祭り」は、学研都市建設の進展にあわせ、従来の産業祭などを統合し、地域活性化と学

研都市精華町のＰＲを目的として、いわゆる行政主導型の大規模イベントとして、これまで企画・運

営されてきました。 

 企画・運営については、行政以外に各種団体等を加えた実行委員会形式をとっているものの、個

人のボランティア参加ができる枠組みになっておらず、実質的には行政職員を中心に行われてきま

した。 

 その結果、住民参加の広がりに欠け、祭り本来の盛り上がりにも欠けるのではないか、との自己反

省から、本年度からは各種ボランティアを広く募集し、企画段階から住民が参加しやすい体制を整

備しつつあります。 

 一方、費用の面でも、ほとんどが行政からの負担金中心の収支構造となっており、まちづくりの視

点では開催目的の重要性での必要性や妥当性は認められるものの、社会経済情勢の変化に照らし

つつ今後のさらなる規模拡大をめざすには、より広く寄附金や協賛金などを求めなければ、本町の

財政事情からは限界に達していると考えられ、「人、金」の両面から、引き続き見直しが必要であると

認められます。 
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２．［地方分権分野］まちづくり条例に基づく補助金（事務事業） 

 

 本町では、「住民主体のまちづくり」の一環として、「まちづくり活動の支援」を目的とし、住民が生活

の満足度を高め、活力に満ちた地域を築いていくことができるよう「まちづくり主体形成の促進」という

施策を掲げ、まちづくり条例に基づく補助金交付などの事務事業を実施しています。 

 本町では地域コミュニティ政策として、地区集会所の建設などを通じ、自治会における自主的な

地域活動を基本とした施策展開を図ることとしており、多くの地域的課題の解決に対し、これまで自

治会は積極的な役割を果たしてきたと認められます。 

 現在、まちづくり条例に基づく補助金交付の実績を持つ「まちづくり協議会」として認定した団体は、

「北ノ堂まちづくり協議会」と「北稲八間区むらづくり推進委員会」の２つがありますが、同条例は、自

治会の補完機能として、地域における都市計画面での主体的取り組みを支援することが主眼となっ

ており、昨今、地域が抱える様々な課題の自主的解決にあたっては、行政からの財源と権限の移譲

を含む、より広範な分野での権能の強化が必要であると認められます。 

 しかしながら、現行の自治会組織は、直接民主制による「議決機関」としての機能は認められるも

のの、役員任期が１年から２年で事実上持ちまわりとなっているケースが多く、継続的に課題解決を

図っていく上での「実施機関」として必要なノウハウの蓄積が十分でないと考えられます。 

 このため、今後の住民主体のまちづくりを具体化するうえで、将来的には「まちづくり協議会」を地域

における「実施機関」と位置付ける方向で整理し、主体形成の支援を強化する必要があります。 

 具体的には、現在の都市計画面に特化したまちづくり協議会の立ち上げ支援だけでなく、特に専

門的なノウハウを有する行政職員を人材登録して地域活動支援のために派遣させる制度の導入検

討や、各行政分野別に実施されている事務事業実施をまちづくり協議会が担う場合の財政支出の

あり方検討などについて、見直しが必要であると認められます。 

 

＊ノウハウ：製品開発・製造などに必要な技術や知識などの情報。技術情報。知識・技術の意味。 

 物事のやり方。 
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３．［地方分権分野］総合窓口業務（事務事業） 

 

 本町では、これまで、都市型住民の増加を背景に、スピーディーでありながら親切丁寧なお客様

本位の各種住民サービスの開発に努めてきましたが、それらの集大成として、平成元年から１０年を

超える検討、準備期間を経て、平成１３年２月の新庁舎オープンに合わせ、転入・転出などの各種

届出、住民票や税証明、保険証の即日交付などを「ワンストップサービス」として実施する、全国でも

トップレベルの総合窓口サービスを実現してきました。 

 この総合窓口の実現にあたっては、職員による絶えざる業務改善とシステム開発、自己評価、見

直しを繰り返し、サービスの開始後も、庁内検討組織において、さらなる改善に向けた調査・検討を

続けています。 

 また、本町の総合窓口サービスのシステム開発では、そのパイロットモデル事業として高く評価され

たこともあり、国や府からの財政支援、民間企業による開発支援などを得て、今日の安定的なサー

ビス基盤の整備が実現しました。 

 しかしながら、導入時点では、円滑なサービス開始を重視したため取り扱い業務の拡大が先送りさ

れていること、庁舎のサイン等が不十分であったため案内業務の比重が大きかったこと、サービス開

始が最優先されたため総合窓口を支える背後（バックヤード）の事務改善が遅れがちとなったこと、

などにより、全体として、さらなるサービスの向上と効率化の追求の面で、課題が多く残っています。 

 また、今後は、わざわざ役場まで出向かずに同様の「ワンストップサービス」が受けられるような施

設サービスや、インターネットを利用した在宅サービスなどの要望への対応を進めるためにも、一層

のシステム開発に向けた取り組みが求められていることから、総合窓口サービス全体の充実に向け、

見直しが必要であると認められます。 

 

＊パイロットモデル事業：文化学術研究の諸活動の成果を取り入れ、安全性の確保、環境の保全を 

 初めとして人間居住の各側面で２１世紀の文明にふさわしい新しい試みに積極的に取り組むこと。 

 （社会的実証実験等）。 

＊ワンストップサービス：一か所で業種や管轄の異なった複数のサービス利用や手続きなどが行え 

 る仕組み。 
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４．［教育・文化分野］給食指導の充実（施策） 

 

 本町では、「明日の地域を担う心豊かな人づくり」の一環として、「『生きる力』を育てる学校教育の

推進」を目的とし、「個性や能力を伸ばす学校教育の推進」という施策のなかで、給食指導の充実を

図る事務事業を実施しています。 

 本町での学校給食は、各公立小学校における「自校方式」かつ「公設公営」を採用しており、現在、

約２，３４３人（平成１５年５月現在）の児童がサービスを受けています。 

 今後、学校給食をさらに充実させていく必要がある一方で、昨今、増加傾向にあるアレルギー体

質を持つ児童（平成１５年５月現在で約３０人）への対応で、個別代替食の提供ができず、個人で

持参させている状況があるなど、「自校方式」のメリットが十分に追求されていないのではないか、と

いう要望や批判が一部で生じています。 

 このため、よりきめ細かなサービスの実施と効率化の追求のため、「自校方式」と「センター方式」

（複数校への調理・供給を一箇所で実施する方式）との比較、及び、経営形態についても「公設公

営」と「公設民営」、「外注」について、相互に比較し、事務事業のあり方について、早期に見直す必

要があると認められます。 
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５．［教育・文化分野］国際交流事業（事務事業） 

 

 本町では、「共に生きる人間尊重のまちづくり」の一環として、「多文化共生社会の実現」を目的とし、

「国際交流活動の促進」という施策の中で、様々な国際交流事業を実施しています。 

 現在（平成１５年７月現在）、本町では、在日韓国人・朝鮮人の方々が１２２人、学研都市の研究

などの外国人登録者１３７人が暮らしているほか、毎年、ホームステイ事業などで約３０人程度の

方々が訪れるなどしています。 

 特に、学研都市の中心都市として、「国際研究開発拠点」という位置付けもされていることから、学

研都市建設の推進とともに、今後、一層の国際交流が図られる地域であることがめざされています。 

 また、ＮＰＯなどの参画が欠かせない分野での取り組みでは、ＮＰＯ「せいかグローバルネット」による

事業展開が進み、本町からも多くの事業委託を実施するようになっています。 

 しかしながら、現在、本町が委託実施している国際交流事業は、基本的にはホームステイ事業や

国際理解の促進に向けた基礎的な事務事業が多く、例えば、学研都市の研究開発と結びついた国

際共同研究や国際的企業誘致活動の展開、海外からの観光客の入れ込み、海外文化との相互

交流など、各分野への波及はほとんど見られません。 

 今後、期待されるこうした多方面での国際交流活動の促進にあたっては、行政組織機構内部にお

ける国際交流の位置付けの強化とともに、多様な「個人外交」も含め、人と人の交流を基本とする国

際交流活動の担い手となるＮＰＯ組織への側面的支援の強化を図るなどの面で、見直しが必要で

あると考えられます。 

 
＊グローバル：国境を越え、地球全体に関わる様をいう。 
＊NPO：Non Profit Organization の略。非営利組織、民間非営利団体。営利を目的とせずに、さ 
 まざまな活動を自主的自発的に行う団体、組織を指す。 
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６．［福祉・医療分野］地域福祉の推進（施策） 

 

 本町では、「誰もが健康で元気に暮らせる社会の形成」の一環として、「ノーマライゼーション社会を

めざす福祉の充実」を目的とし、「地域福祉の推進」という施策の中で、福祉関係団体への補助金

支出によるボランティア育成・活動支援や福祉人材育成などの事務事業を実施しています。 

 本町では、平成５年の地域福祉センターかしのき苑のオープンをひとつの契機として、地域コミュニ

ティに根ざした地域福祉の推進を柱とした施策展開を図ってきました。 

 全体として、地域福祉の推進を重視する視点とは、従来の給付中心の行政から、平成１２年の介

護保険制度の導入が象徴するように、保険サービス中心の行政へと、わが国全体の軸足が移る中

で、都市化や過疎化で失われつつあった地域の支えあいを再評価し、社会保障制度の補完充足を

図ろうとするものとして、位置付けられていると考えられます。 

 本町においても、地域福祉センターに拠点を置く社会福祉協議会を中心に、地域での横断的な

活動を行うボランティア団体や個人など、地域福祉の担い手が着実に形成されつつありますが、行

政からの関わりは補助金支出などにとどまり、それらの横断的活動の担い手と地域コミュニティとの

連携を図る仕組みづくりまでには至っていません。 

 こうしたことから、地域福祉の推進のための基本計画を早期に策定するとともに、住民意識の啓発

や先導的な地域コミュニティでの取り組み支援などを重点的に実施するなど、施策のあり方につい

て、見直しが必要であると認められます。 

 
＊コミュニティ：地域社会。共同体。共同体意識を持って共同生活を営む人々の集団、およびその  
 一定の地域。 
＊ノーマライゼーション：障害者や高齢者等、社会的に不利を負いやすい人々を当然に包括するの 

 が通常の社会であり、そのあるがままの姿で、ほかの人々と同等の権利を享受できるようにすると 

 いう考え方、方法。 
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７．［産業分野］華工房管理業務事業（事務事業） 

 

 本町では、「地域農業の活性化」の一環として、「生産体制の強化」を目的とし、「特産品開発の強

化」という施策の中で、町内で生産された農作物を消費者の要望に応えた二次製品に加工生産で

きるよう、華工房の機能を活用した開発環境の整備に努めています。 

 華工房は、平成８年に、当時の国際的な農業自由化に対応できる地域農業の確立のため、国が

進める「農業構造改善事業」の一環として整備された特産品研究開発施設です。 

 現在、「いちごジャム」や「漬物」、「味噌」、「佃煮」などの商品化に成功し、積極的な販路拡大によ

り、一定の成果が上がっています。 

 しかしながら、さらなる販路拡大のためには、より大規模な生産施設が必要となり、現在の華工房

の機能及び運営方法では対応ができないため、意欲のある事業者の協同組合化やＰＦＩ方式などの

導入検討などを含め、生産機能の強化に向け、見直しが必要であると認められます。 

 
*PFI :PRIVATE FINANCE INITIATIVES の略。公共部門が実施していた社会資本整備などの公共サ 
 ービスを民間部門の資金を導入して、民間事業者を中心に実施する方式。 
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８．［産業分野］観光資源の開発・活用（施策） 

 

 本町では、「交流型観光の地域づくり」の一環として、「観光資源の開発・活用」を目的とし、「観光

資源の発掘・整備」や「学研都市を活かした特色ある交流地域づくり」を施策として図ることとしており、

一部、観光マップの作成や、学生による地域資源発掘成果を「けいはんなフィールドミュージアム京

都」としてまとめたハイキングコースマップなどの作成に取り組んでいますが、体系的な事務事業の

実施には至っていません。 

 一方、本町は、学研都市の中心都市として、精華・西木津地区の街並み景観が「全国都市景観

百選」に選定されたほか、国立国会図書館関西館や私のしごと館のオープンに伴う交流人口が増

加しているなど、古くからの集落の美しさとの対比も含め、地域全体の魅力が増していることは誰もが

認めるところであると考えられます。 

 また、行政としても、例えば精華台の配水池を整備する際には、地域の観光資源となるように「華

の塔」と呼ばれる野外美術館として整備したり、祝園西一丁目の「中央通り線」を学研都市全体の玄

関口（エントランスゾーン）にふさわしいシンボルロードとして整備するなど、都市基盤整備においても、

観光資源開発の視点を持ち続けてきました。 

 しかしながら、その活用面においては、現在の行政組織機構で十分に対応できていないだけでなく、

観光産業の担い手となるべき地域の商工業の発達も十分ではありません。 

 こうしたなか、今回、行財政改革推進のための庁内検討組織において、３０テーマを超える職員提

案がなされ、その検討を始めることとしますが、本町が有する豊富な観光資源を活かした施策及び

具体的な事務事業について、今回、広く、住民の方々から意見を求めます。 
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９．［公共事業分野］公共交通体系の整備（施策） 

 

 本町では、「まちの基盤づくり」の一環として、「道路・交通体系の整備」を目的とし、そのうち「公共

交通体系の整備」の施策の中で、これまで、祝園駅前東西連絡通路の整備や近鉄新祝園駅への

急行停車化に向けた取り組み、山田川駅前や祝園駅前のバスターミナル整備などの事務事業に取

り組んできました。 

 その結果、本町は、学研都市の中心都市としてふさわしい鉄道輸送機関の充実が図られつつあり、

学研都市建設以前とは比較にならないほどの利便性向上が図られました。 

 しかしながら、学研都市全体の建設の遅れから、大都市と学研クラスターとを結ぶ体系では、大

阪市内とのアクセス向上で整備が望まれる京阪奈新線の祝園分岐構想の具体化が進んでいない

ほか、（仮称）けいはんな中央通線や山手幹線など、クラスター間を結ぶ道路の整備や新交通シス

テムの導入検討が進んでいません。 

 また、クラスターと周辺地区を結ぶ体系ではバス交通が一定の発達を見ていますが、全体の体系

の中での連携が十分でないため、地域の交流の活発化による活性化に不可欠な「移動の自由」の

確保の面で不十分な状況が続いていると考えられます。 

 一方、路線バス事業の規制緩和に伴い、赤字路線の廃止問題が浮上し、代替路線の確保ができ

ない過疎的なエリアでは、新たな地域間格差が発生する事態も懸念されています。 

 こうしたことから、早期に町全体としての公共交通体系の将来像を策定するとともに、国や府ほか

の関係機関への働きかけを強めるとともに、従来、施設サービスのために整備してきたかしのき苑の

送迎バスやむくのきセンター向けのシャトルバスの運行といった広義のコミュニティバス運行事業に

ついて、公共交通体系の将来像の中で町として担うべき役割の整理をしつつ、より利用しやすい運

行形態となるように改善を進め、当面の課題解決にも役立つ事務事業となるよう、抜本的な見直し

が必要であると認められます。 

 
＊クラスター：都市計画などで、道路や各種建築物を互いに関連させ、整備された地域。学研都市  
 には１２のクラスターがある。 
＊コミュニティーバス：路線バスと乗合タクシーの間を埋める小型バスで、バス不便地域を運行する 

 新乗合バスの総称。 
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１０．［公共事業分野］公営住宅の供給（施策） 

 

 本町では、「快適な住環境づくり」の一環として、「良質な住宅の供給・住環境の形成」を目的とし、

住宅に困窮する低所得者に対して、低廉で良質な町営住宅の増設に取り組む「公営住宅の供給」

という施策を実施しており、公営住宅の建替事業や各種の維持管理事業などを実施しています。 

 現在、本町には７団地、合計１４４戸の公営住宅があり、全１４２世帯が入居しています。 

 この全７団地のうち、出森団地の３７戸、塚本団地の１１戸（建替後２４戸）については、既に中層

住宅への建て替えが完了又は実施中となっています。また、現在の公営住宅の建築費は、法基準

等のもとで、建て替え後の高層住宅で戸当たり約２０００万円となっています。また、家賃は、低層住

宅で月１，６００円から３０，５００円、中層住宅で月５，０００円から２８，０００円となっています。 

 ところが、現在、入居者の所得状況の調査を実施し適正な家賃設定に努めてはいますが、入居

期間が２０年を越えるケースが６１戸と全体の４２パーセントに達するなど、社会経済情勢の変化に

照らし、施策のあり方として、適切さに欠ける恐れがあります。 

 身体的障がいを持った人など、所得改善が見込めない人に対する施策としての「公営住宅の供

給」は、引き続き、その妥当性と有効性を有するものと認められますが、施策の結果、その目的に反

し、万一、入居権利が無期限の既得権として扱われるケースなどが発生するのであれば、既存入居

者のための建替事業は、特定受益者への過剰な便宜供与となる可能性もあります。 

 真に施策を必要とする人への適切な住宅供給を実現するためには、今後の本施策の各事務事

業のあり方について実態調査を進めるとともに、家賃補助制度の導入や、一般の賃貸住宅の借上

げによる「民設公営住宅」方式の検討など、施策全体の見直しが必要であると認められます。 

 

 

 


